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平成２３年↓１月１１日付で提起された生活保護法（昭和２５年法律第１４４
号）に基づく生活保護申請却下決定に係る審査請求について次のとおり裁決する。

･主　　　文　　　　･･

処分庁が、審査請求人に対しい平成２３年９月１４日に決定した生活保護申請却
下決定処分を取り消す。　　　　　　　　　　　　　　　　 －　　　　　　　　　－

第､1

1
事案の概要
審査請求に至る経緯

理　 佃

（以下「処分庁」というＯ）は、生活保護法（以下「法」と
いう。）第２８条第４瑣に基づき、平成２３年９月１４日付で審査請求人●
・ （以下「膕求人」という。）に対し、生活保護申請却卞決定処分（以下「本
件処分」という。）を行ったところ、請求人は、これを不服として、平成２３年
１１月１１日付で沖縄県知事（以下「当庁」という。）に対し、審査請求を提起
した事案である。　　　　　　　　　　　　　　。犬　　　　　　　　＼

２　本件請求の趣旨及び理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＼　十
処分庁による本件処分の内容は、生活保護申請却下決定通知書によると√ノ
「保護受給中に一括受給した年金について、遊興費に消費し、」資産活用の要件
上を著しく欠いていること。また、月額９万円の年金収入は、最低生活費の約９
割で急迫状態にあるとは孱めちれない。」としている。十　　　　　　　　　卜
ごれに対して、請求人は「生活保護を開始してほしい」等と主張している。
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第２

１

本件審査請求は、処分庁が決定した本件処分に納得がいかず、処分の取消を
求めるものと解ずる。　　レ

当庁の認定した事実及び判断　　ソ　　し　　　　　 ∧
認定事実 ’　　　　　　　　　　　　　　 ユ
本事案の事実関係は、関係資料等によれば、以下のとおりと認められる。

（1） 平成２３年８月１６日
ヶ　 請求人は生活保護を申請する。

（2） 同年９月１４日
処分庁は本件処分を決定する。

(3匚 同年１１月１１日　　　　　　　　ヽ
当庁は請求人より審査請求書を受理。当庁かち処分庁へ弁明書の提出を求
める。

（4） 同年･12 月５日　　　。。　　　　　　　　　ダ　ニ
処分庁からの弁明書を当庁で受理。弁明書の副本を請求人ぺ送付し反論書

の提出を求めるが、提出はなかった。

２　判断　　　　　　　　　　　　　　　　 ／　ｙ
（１） 法令等　　　　　　 ＼　　　　 づ

ア　法第２条では、「すべて国民は、この法律の定める要件を満たす限り、
この法律による保護（以下「保護」という。）を無差別平等に受けること
ができる。」と、無差別平等について定めている。

イ　 法 第 ４ 条 第 １ 項 で は 、 「保 護 は 、

資 産 、 能力 そ の 他 あ ら ゆ る も の を 、

用 す る こ と を 要 件 と し て 行 われ る。

るＯ　　　Ｉ　　　　　　　　　’ ．Ｉ　Ｉ

生活に困窮する者が、その利用し得る
その最低限度の生活の維持のために活
」と、保護の補足性について定めてい

ウ　法第８条第１項では、「保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定
した要保護者の需要を基とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満たす
ことのできない不足分を補う程度においTて行うものとする√」とし、第２
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項では「前項の基準は、要保護者の年齢別、性別、世帯構成別√所在地域
別その他保護の種類に応じて必要な事情を考慮した最低限度の生活の需要
を満たすに十分なものであって、且つ、これをこえないものでなければな
らない。」と、基準及び程度の原則について定めている。

エ　 生 活 保 護 法 に よ る 保 護 め 実 施 要 領 につ い て （昭 和 ３８ 年 ４ 月 １ 日　 社 発

第2･46 号　 厚 生 省 社 会 局 長 通 知　 ） 第(2) で は 、 「要 保 護

者 が 、 自 らの 資 産 能 力 そ の 他 扶 養 、 他 法等 利 用 し うる 資 源 の活 用 を 怠 り又

●　　　　　Ｉ　Ｉ　　　　　　　　
。― ・　　　　　●は 忌 避 し て い る ど認 め ら れ る 場 合 は 、 適切 な 助 言 指 導 を 行 う も の と し 、 要

保 護 者 が こ れ に 従 わ ない とき は 、 保 護 の 要件 を 欠 く も め とし て、 申請 を却

下 す るこ と。ぺな お 、 要 保 護 者 が 自 ら の 資 産 、 能力 等 の活 用 に よ り最 低 生活

の 需 要 を満 た す こ と が で き る と認 め ら れ る場 合 に は 、 保 護 を要 し な い も の

と し て 申請 を 却 下す る こ と。 」 と保 護 申請 時 に お け る助 言指 導 につ い て 定

め て い る。　　　　　　卜　　　　　　 ＝

（2） 本 件 処 分 に つ い て　 十　　　　　　 一　　　　　　　 ‘

法 第 ２条 は 「す べ て 国 民 は 、 こ の 法 律 の定 め る要 件 を満 た す 限 り=、 こ の 法

律 に よ る 保 護 を い 無 差 別 平 等 に受 け る こ とが で き る」 とし 、 保 護 を受 け るに

当 た っ て は 、 保 護 を 要 す る 状 態 に 至 っ た 原 因 の 如 何 はい っ さい 問 わず 、 も っ

ぱ ら 生 活 に 困窮 し て い る か ど うか とい う経済 状 態 の み 着 目し て 保 護 を 行 うこ

と と し 、 社 会 的身 分 等 に よ り優 先 的 ・差 別 的 に取 扱 われ るこ と がな い こ と を

規 定:し て い る が 、 い か な る 者 で あ っ て も 、保 護 を受 け るた め には 、 法 第 ４条

に 定 め る補 足 性 の 要 件 、 す な わ ち資 産 、 収入 、稼 働 能力 そ の他 あち ゆ る も の

を 活 用 す る とい う 要 件 を 満 た す こ と が 必 要 で あ り 、 申 請 者 が保 護 の 要 件 を満

た し て い ない 場 合 に 保護 の 申請 を 却 下 す るこ と は 、 無 差 別 平 等 の原 則 と矛 盾

す る も の で は な い 。　　　　　 ＼

、 処 分 庁 は 本 件 処 分 の 理 由 と し て 、 一 括 受 給 し た 年 金 の返 還義 務 に応 じ ず 遊

興 費 等 に 充 て 短 期 間 で 保 護 の 再 申 請 を し てい る が、 こ れ は 資 産活 用 の 要 件 を

著 し く久 く こ と 、しま た 月 額 お よそ ９万 円 の年 金 収 入 は 最 低 生活 費 の約 ９割 で

あ り急 迫 状 態 で は な い こ と とし て い る。　　　　　　 ■■　I･　　　　　・　　　　　I　　・
一 括 受 給 し た年 金 を遊 興 費 等 に 充 て る こ とは 、 最 低 限 度 の 生 活 の 維 持 の た

め に 活 用 し てい る と は認 め られ な い が 、保 護 を 受 け る に 当 た って は 、 保 護 を

要 ず る 状 態､に 至 っ た 原 因 の 如 何 は い っ さい 問 わず 、 もう ぱ ら生 活 に 困 窮 し て

い る か ど うか とい う経 済 状 態 の み着 目す るこ と は 前 述 の とお りで あ り、 仮 に

最低 生 活 費 の約 ９割 で は あ っ て も、 請 求 人 の年 金 収入 で は 最 低 生 活 費 を満 たﾚ

し て お ら ず 、 本 件 処 分 の 理 由 の み で あ れ ば、 保 護 は 開 始 す るこ と が適 当 で あ
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な お 、 請 求 人 は 一 括 受 給 し た 年 金 に つ い て 、j仏 像 や 女 神 像 で 約 １ ０ ０ 万 円 、

宝 石 、 時 計 、 絵 画 で 約110 万 円 、 そ の 他 処 分 可 能 な 資 産 を 所 有 し て い る こ

と が 関 係 資 料 か ら 認 め ら れ た 。 請 求 人 の 年 金 収 入 に 加 え 、 こ れ ら の 資 産 を 処=

分 す る こ と で 最 低 生 活 費 を 上 回 る 生 活 を 営 む こ と は 可 能 と 考 え ら れ 、 要 否 判

定 を 行 う に あ た っ て は こ れ ら の 資 産 を 含 め て 適 切 に 行 わ れ る べ き で あ る 。

以 上 の よ う に 、 処 分 庁 が 行 っ た 本 件 処 分 比 は 理 由 の 内 容 が 十 分 で な｡･く 、 そ

の 点 に 瑕 疵 が 認 め ら れ る 。

３　結論　　　　　　　　　　　　　　　　 卜
以上のとおり、本件審査請求は理由があるので、行政不服審査法（昭和３７

､年法律第１６０号）第４０条第３項の規定を適用して、主文のとおり裁決する。

平成２４年１月４日

沖縄県知事
仲井眞　弘


